
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

奈良県男女共同参画県民会議 

【設立の経緯】 

  奈良県では男女共同参画を推進するため、女性団体を中心にした「男女共同参画推進会議」を

平成１３年度まで設置してたが、男性への理解協力や地域、職場への浸透が十分に進まないこと

から、団体の構成員に男性を多く含む団体や、企業団体にも参加を求めた。 

【目的】 

  地域、職場、学校、家庭その他の社会のあらゆる分野において、男女共同参画の浸透を図り、

それぞれの主体的な取組と相互連携により男女共同参画を積極的に推進するため、設置。 

【構成メンバー】 

  行政(市町村代表、国の機関)・経済関係団体・様々な分野で活動する民間団体の各代表、学識

者、一般公募県民等、６０名の委員で構成。 

      
 現在構成委員数：５７名＋公募委員３名                                  Ｈ１４．７． ９設立 

行政関係 ⑦ 
     知  事 
    奈良労働局雇用均等室室長 
     県（部長） 
     県教育委員会 
     市長会代表 
     町村会代表 
     奈良地方法務局人権擁護課課長 

【教育団体】③ 
        奈良県ＰＴＡ協議会 
        奈良県私立中学高等学校連合会 
        奈良県保育協議会   
  【生活等団体】③ 
       奈良県生活協同組合連合会 
       奈良県第二生活科学センター消費生活教室ＯＢ会 
       奈良友の会 
【国際交流団体】② 

県民、事業者、関係団体、市町村、地域等が一体となって男女共同参画を推進する体制づくり

として男女共同参画県民会議を設置 

地域：奈良県 

 主体：奈良県男女共同参画県民会議（奈良県生活環境部男女共同参画課） 

 場所：〒630-8501 奈良市登大路町３０（同男女共同参画課、以下同じ。） 

連絡先： ＴＥＬ （０７４２）２２－１１０１     FAX （０７４２）２４－５４０３ 

E-mail： danjo@pref.nara.jp 

ホームページ： http://www.pref.nara.jp/danjo/ 

＜事例 12＞ 



経済団体関係 ⑦ 
     奈良県商工会議所連合会 
     奈良県商工会連合会 
     奈良県経営者協会 
     奈良県中小企業団体中央会 
     青年会議所奈良ブロック協議会 
     ＪＡならけん(女性部) 
     (社)奈良県銀行協会 

学識経験者 ②  
     音田昌子(審議会会長、計画策定委員、元読売新聞編集委員） 
   伊藤公雄（計画策定委員、大阪大学教授） 

報道機関等 ①   
   奈良新聞社 

その他機関 ① 
     （財）２１世紀職業財団奈良事務所  
関係団体  

 【広域女性団体】⑥ 
     奈良県地域婦人団体連絡協議会 
      奈良県婦人教育推進会 
      （社）大学婦人協会奈良支部 
     奈良県退職女教師の会 
      奈良県女性経営研究会 
   飛翔グループ（女性センター活動団体） 
 【広域団体】① 
      奈良県地域づくり団体協議会 
 【農山村団体】② 
      奈良県農村生活研究グループ連絡協議会 
     奈良県林業研究グループ連絡協議会 
 【青年、青少年団体】③ 
      （社）ガールスカウト日本連盟奈良県支部 
     奈良県青年団協議会    
     奈良県４Ｈクラブ連絡協議会 

       （社）国際婦人教育振興会奈良県支部 
        国際ソロプチミスト奈良 
【福祉関係団体】⑥ 

       （社福）奈良県社会福祉協議会 
        奈良県民生児童委員連合会 
        （社）奈良県母子福祉連合会 
       奈良県女性センターホームヘルパー連絡協議会 
       高齢社会をよくする会・奈良 
       （社）なら女性フォーラム 
  【健康関係団体】④ 
        （社）奈良県医師会 
        （社）奈良県歯科医師会 
        （社）奈良県看護協会 
        奈良県食生活改善推進員連絡協議会 
【人権関係団体】③ 
      部落解放同盟奈良県連合会女性部 
       ＮＰＯなら人権情報センター 
       奈良「いのちの電話」協会（女性部） 
 【労働団体】① 
       連合奈良 
  【環境団体】 
      ※奈良県環境県民フォーラムの主要団体(地婦連、奈良友の会)は加入 
【ＮＰＯ中間支援団体】② 

        大和まほろばＮＰＯセンター 
        奈良ＮＰＯセンター 
 【その他団体】③ 
       奈良弁護士会 
     奈良県ボランティア連絡協議会 
     奈良の文化を研究する婦人の会 

 

【活動内容】 

  県民会議では、それぞれの立場で男女共同参画を推進するために、それぞれの団体で自主的な

事業に取り組む。それ以外に、２つの部会を設置している。 

 (1)事業推進部会･･･事業の推進に関すること。 

     各団体が取り組む「男女共同参画を推進する自主的な事業」について、計画・実績報告を

もとに部会で情報交換する。 

(2)啓発推進部会･･･広報啓発に関すること。 

       平成１４年度は県民会議の設立を広く周知するため、「男女共同参画県民大会」を開催し、

女性で初めて関西経済同友会の代表幹事となった寺田千代乃氏の基調講演や、仕事と家庭

の両立を行っている男女をパネラーにしてフォーラムを行った。 

       平成１５年度からは県民会議の活動を県内に広く浸透を図るため、「男女共同参    

画県民ミーティング」を実施している。 

       また、県民会議ニュース「すてっぷ」を１４年度から発行している。 



【男女共同参画県民ミーティング】 

  県民会議を核とした男女共同参画の取組を市町村に浸透を図るため、県内を６ブロックに分け、

３年計画(１５～１７年度)で事業を行う。県民ミーティングは、仕事と家庭・地域生活の両立や、

地域活動を通じて男女共同参画を実践している地元の人をパネラーにパネルディスカッションを

した後、会場(参加者)との意見交換に十分な時間(約１時間)を掛け、身近な取組を通じて地域で

の男女共同参画の推進を図っている。 

  ○第１回テーマ「みんなで創ろう 輝く未来～はじめの一歩 わたしにできること～」 

       平成１５年９月１４日(日)実施  参加者２１０名 

  ○第２回テーマ「みんなで創ろう 輝く未来～安心して産める・生きる・老いる地域を目                 

指して～」 

       平成１６年１月１７日(土)実施予定  定員２００名 

【課題】 

○事業への参加は女性が多く、男性や企業からの参加が進まない。 

○県民会議委員は女性が多く、また、若年者が少ない。 

【今後の活動予定】 

１，県民会議は平成１４年度に設立され、現在の委員の任期は１５年度末で終了するため、委員

の改選にあたっては、趣旨をよく説明し、若い層の委員就任を図っていく。 

２，県民会議の啓発活動を通じて、市レベルで市民会議を設置し男女共同参画を推進し始めたと

ころもあり、今後も県民ミーティングを通じて市町村域での浸透を図っていく。 

３，県民会議には経済関係団体も多く参加していることから、ポジティブ・アクションなど女性

の活用について内部で方策を検討し、企業での取組の促進を図っていく。 

【県民会議構成団体の活動事例】 



【奈良県女性センターにおける連携事業】 

 （連携機関） 

・奈良しごとi センター･･･女性の仕事力アップセミナー 

・教育委員会･･･男女平等教育を考える講座 

  ・農林水産関係部局･･･男女共同参画週間イベント    

   ・女性団体･･･男女共同参画週間イベント、女性センター修了生グループが創る講座 

   ・企業･･･男女共同参画セミナーin 企業（移動講座） 

   ・２１世紀職業財団･･･再就職セミナー 

   ・奈良女子大学･･･地域講演事業 地域女性リーダー養成講座 

   ・ＮＰＯ･･･わくわくサロン 

【センター利用者の意見・反応】 

各事業についてアンケート結果によると 

・女性の仕事力アップセミナー  「満足」及び「ほぼ満足」と答えた者    １００．０％ 

・男女平等教育を考える講座              〃                    ８８．９％ 

・女性センター修了生グループが創る講座    〃                   ７９．４％ 

・男女共同参画セミナーｉｎ企業           〃                      ７７．５％ 

・わくわくサロン ボランティアとＮＰＯ    〃                      ９３．１％ 

であり全般的に好評であった。 

（男女共同参画週間イベントは、アンケート未実施。他の事業は、今年度中に実施予定。） 

 奈良しごとｉセンターとの共催による女性の仕事力アップセミナーでは、技術力のアップと精

神的なモチベーションのアップの両面が結合した講座となっているとの評価も受けた。 

  男女共同参画セミナーｉｎ企業には、多数の男性参加者があり、初めてこうした話を聞く機会

をもち参考になったとの意見が多くあった。またこの講座をきっかけに従来女性のみに割り当て

られていた雑用の見直しが行われるなどの効果があった。今後とも講師の派遣を受けて学習会と

したいとの要望も受けた。 

【センター利用者のその後の好取組事例】 

 女性センター修了生グループが創る講座を担当したグループより、女性センター講師派遣事業

講師団に登録し県内女性団体等の学習活動に講師として派遣。 

  教育委員会との共催事業においては、その後学校行事でも男女共同参画の視点が取り入れられ、

講師の派遣、紹介等の依頼を受けた。 

【今後の課題】 

 他機関との共催の場合、各機関の講座（研修）運営の仕方に相違があり（例えば託児の料金や

対象児童の年齢等）その調整が課題。 

 
 


